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本日のテーマ

な ぜ 相 続 対 策 が 必 要 な の か ？

相 続 手 続 き の 実 務

相 続 ト ラ ブ ル 回 避 の た め に

会 社 の 相 続

本 日 の ま と め
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なぜ相続対策が必要なのか？
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「相続」が「争族」に

◆「うちの家族は仲が良いから大丈夫」という過信

◆相続発生の順番は決まっているわけではない

◆はっきりと権利主張をする時代

55

相続手続きを理解し、対策が必要な
時代です



相続手続きの実務
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相続発生から手続きに至るプロセス
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相続人調査

◆誰が法定相続人なのか戸籍から相続人を検索する

※基本は被相続人の出生から死亡までの全ての戸籍を調査し、法定相続人を検索

ただし、兄弟相続や数次相続（最初の相続発生後、手続き完了までの間に新たな相続が発

生した場合）など、相続人の範囲が変化する要素がある場合は被相続人の両親の出生から死

亡までの戸籍を調査するケースもある

※戸籍調査について各士業には「依頼された業務の範囲」での職権請求が認められている

◆遺言書の有無の調査

※公正証書遺言は、相続人からの請求があれば公証役場で開示してもらえる

手順 1 
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相続財産調査

◆遺言の有無の調査

公正証書の場合は相続人からの申し出があれば、全国に保管されている被相続人の遺言の有

無を調べてもらうことができる。

法務局の保管制度を利用している場合、相続人の一人が法務局に対して遺言書の開示などを

請求した場合、各相続人に対して遺言書の保管についての通知が発送される。

◆金融機関の調査

被相続人の遺品の中から保険証書や通帳、金融機関からの通知や証券会社からの報告書を

探し、残高証明書などの請求を行い、名寄せをしてもらうことで調査を行う。

◆負債の調査 → 相続放棄の判断に必要となる

信用情報機関（CIC,JICC、KSCなど）に対して被相続人の負債状況の開示を行い、負の遺

産を調査する

手順２ 
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相続人確定

◆相続人を確定させる

戸籍調査から法定相続人を確定する→法定相続人の範囲やその相続分については民法に定
められている

法定相続分を修正する要素が存在する

① 相続放棄・・・申立人が相続人であることを知った日から三か月以内に、
被相続人の最後の住所地を管轄する家庭裁判所に申立てを行う。
申立が受理されれば、その相続人は最初から法定相続人とはならない。
これによって次順位の相続人が相続権を持つことになる。

② 遺言・・・遺言によって法定相続人以外の第三者に相続分を遺贈することが
可能となる。これによって相続人が変わることはないが、受領する金額などに
変動生じたり、遺留分侵害額請求の問題が生じることがある。

③ 数次相続・・・被相続人の相続手続き完了前に法定相続人について新たな
相続が発生した場合、法定相続人の範囲が拡大することがある。
cf 代襲相続

手順３ 
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相続分確定

◆遺産分割協議

民法は法定相続人についてその相続分を定めている。しかし、多くの相続手続きにおいては民法

のルールをそのまま適用することはなく、法定相続人全員の合意（遺産分割協議）に基づき、そ

の相続分を修正することになる。

◆遺言は万能か？

遺言によって法定相続人以外の第三者にもその遺産を承継することが可能となるが、法定相続

人の一部については遺留分（必ず承継することができる最低限の相続分）があり、その権利を

侵害していると相続人が主張した場合はそれに相当する金額を金銭で支払う必要がある。

つまり、１００％遺産を一人の人に承継させるという遺言書を作成していても、遺留分の請求を

受ける可能性がある。

手順４ 
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遺産分割協議が整わない場合

法定相続人全員での遺産分割協議が整わない場合、家庭裁判所での「遺産

分割調停」を行うことになる。

遺産分割調停は民間人である調停員を仲介役とし、双方の希望や意思を述べ

合意を目指す裁判所での手続きの一つ。調停の成立は双方の合意が必須とな

るため、仮に民法の定めと異なる合意がなされたとしても、問題はありません。

番外編 
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相続トラブル回避のために
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裁判所に持ち込まれる相続に関する調停案件は急激に増加しています
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（司法統計より）



相続トラブルと言えば、お金持ちの家庭

だけに起こると考えられがちですが、現

実的には相続財産が5,000万円以下の家

庭で頻発しています。

令和3年の最高裁判所の調査結果による

と、遺産分割調停事件の33％が相続財産

1000万円以下、43％が1,000万円超

5,000万円以下の事案です。

合計すると、相続財産が5,000万円以下

の案件が、全体の76％を占めています。
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資産の把握と整理

自分が所有する不動産、預金、株式、債券などの資産をすべて把握し、整理し

ておくことが大切です。通帳のない預金口座や、デジタル資産、負債など家族

が知らないと手続きができないことや、相続税の申告から漏れることがあり

ます。また相続財産には負債も含まれることにも注意が必要です。
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自分の相続人を知っておく

自分または家族に相続が起こった際に、誰が相続人になるのかを知って

おくことは大切です。

誰が相続人になるのか知っていれば、誰にどの資産を引き継いでもらう

のか、遺言書が必要なのか自分で判断することができ、相続後のトラブル

を防ぐことができます。
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遺言書の作成

遺言書を作成することで、自分の意思を明確に伝え、相続財産の分配方法を決

定することができます。特に、法定相続人以外に財産を譲渡したい場合や、子ど

ものいないご夫婦、お一人さまなどは遺言書を作成しておくことが重要です。

法務省の調査によると、55歳以上で自筆証書遺言を作成したことのある人は

3.7％、公正証書遺言を作成したことのある人は3.1％となっています。

年代別にみると、年齢が上がるほど遺言書を作成している人の割合が高く、75

歳以上で自筆証書遺言を作成したことのある人は6.4％、公正証書遺言を作成

したことのある人は5.0％となっています。
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遺言書の役割
遺言は、亡くなった後の財産をどのように分配するかを定める法的文書です。

家族や親族、友人などに財産を譲渡したり、寄付したりすることができます。

保管の安全性

公正証書による遺言や、法

務局保管制度を利用した場

合は紛失や盗難、破損など

のリスクがありません。

法的効力

法律で定められた形式に従

って作成された遺言書には

法的な効力があり、不動産

の名義の書き換えや銀行手

続をスムーズに行うことが

できます。

財産の分配

遺言は、財産の分配方法を

明確に定めることで、相続ト

ラブルを防ぐことができま

す。
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会社の相続
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企業を取り巻く現状

2020年の社長の平均年齢は60.1歳（前年比＋0.2歳）と、調査を開始した1990年以降

初めて60歳を超え、過去最高を更新した。年代別の割合をみると、「60代」が構成比27.3％を

占め最多、「50代」が同26.9％、「70代」が同20.3％で続く。

上場企業社長の平均年齢は58.7歳（前年比±0.0歳）、年代別では「60代」が構成比

43.3％を占め最多となりました。
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（新日本法規HPより）
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（厚生労働省e-ヘルスネットより）



中小企業・小規模事業者の事業承継は
緊急の課題です

◆ 2025年までに、70歳(平均引退年齢)を超える中小企業・小規模事業者の経営者は

約245万人となり、うち約半数の127万(日本企業全体の1/3)が後継者未定。

◆ 現状を放置すると、中小企業・小規模事業者廃業の急増により、2025年までの累計

で約650万人の雇用、約22兆円のGDPが失われる可能性。

◆ 第三者承継のニーズが顕在化する経営者は今後一気に増大する可能性。
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（中小企業庁研究会より）
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会社をたたむ選択肢

会社をたたむ

承継

親族承継

従業員承継

Ｍ＆Ａ

解散

通常清算

特別清算

破産



解散か承継かの判断
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解散or承継

事業を継続できる見込みがあるか

営業利益の計上が見込める

商品・サービスに高付加価値がある

社員、施設、顧客、取引先が差別化されている

事業の将来性

経営者の体力、気力

優秀な後継者の存在

資金に余裕があるか、協力的なスポンサーの存在

外部環境への対応度合い など

（本当に賢い会社のたたみ方より）
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中小企業・小規模事業者におけるM&Aについて

39%

14%

47%

M&Aのイメージについて

よい手段だと思う

よい手段だと思わない

よくわからない

東京商工会議所「事業承継の実態に関するアンケート調査」

◆ 中小企業・小規模事業者において、6割以上

がM&Aについての共感が得られていないことが、

M&Aが進まない原因の一端であると想定され、

経営者のマインドを変えることが必要。

◆ 中小企業・小規模事業者向けのM&Aの手

引きの整備や、中小企業・小規模事業者の

経営者の背中を押せるような事例集の展開に

より、M&Aをポジティブに捉える気運の醸成が

必要。

（中小企業庁研究会より）



本日のまとめ
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「相続」は自分事です

◆ 相続対策の本質は「税対策」ではなく、「大切な資産を上手に引き継ぐこと」です。

◆ 自分の資産の行く末については、相続人任せにせずキチンと考えてその道筋をつけておく

必要がある時代です。

◆ 相続対策（保険の活用・生前贈与・遺言書の作成など）は早めに検討して取り入れる

ようにしましょう。

◆ ご自身の資産について、相続についての考えについては家族に話しておくことで争族を防ぐ

ことができます。
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ありがとうございました
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